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資料１ 

 

期限表示の用語の統一について 
 

 

 

１． 期限表示に関する用語、定義の統一について 
１）課題 

２）論点 

（１）品質保持期限と賞味期限の用語・定義の統一について 

（２）消費期限の定義の統一について 

 

 
 参考１ 期限表示の経緯 

参考２ 期限表示導入までの検討会・調査会報告等について 

参考２－１―１ 「食品の日付表示に関する検討会」報告 

参考２－１－２ 食品衛生調査会食品規格部会・乳肉水産部会合同

部会報告 

参考２－１－３ 食品衛生調査会答申 

参考２－２－１「食品表示問題懇談会」報告 

参考２－２－２ ＪＡＳ調査会答申 

参考３ 「品質保持期限と賞味期限の用語の統一について 

    （第１回食品の表示に関する共同会議資料６に一部追加） 

参考４ 市販品の期限表示状況 

（平成 14 年 6月、農林水産消費技術センター調査結果） 

参考５ 「品質保持期限」と「賞味期限」の使用実態調査結果 

    （平成 15 年 1月、厚生労働省医薬局食品保健部調査結果） 

参考６ 期限表示の設定根拠について 

    （平成 15 年 1月、厚生労働省医薬局食品保健部調査結果） 
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１．期限表示に関する用語、定義の統一について 
 

１）課題 

 

（１）品質保持期限と賞味期限 
項目 課    題 

用語 品質保持期限もしくは賞味期限に統一する方向で検討。 

平成７年の期限表示制度導入時にも、用語の統一は、今後の検討課題

とされている。 

定義 両省で精査の上、同一の定義に統一。 

 

（２）消費期限 
項目 課    題 

定義 両省で精査の上、同一の定義に統一。 

 

 

 

２）論点 

（１）品質保持期限と賞味期限の用語・定義の統一について 

    参考資料７参照（第１回資料６一部追加参照） 

 

①用語の統一 

留意すべき項目      留意すべき内容 

１．導入された経

緯 

（参考１） 

・昭和 51 年に、即席めん類の品質表示基準として賞

味期間表示を義務付け、以降２６日品目に賞味期

間（期限）表示を義務付け（ＪＡＳ法） 

・昭和 60 年に、ＬＬ牛乳について品質保持期限表示

を義務付け（食衛法） 

・平成４年から両省別々の検討会において検討され、

平成７年に食衛法では品質保持期限、ＪＡＳ法で

は賞味期限を基本とする制度を導入。 

・平成１３年から全ての加工食品に賞味期限（品質

保持期限）表示を義務付け（ＪＡＳ法） 
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２．国際規格 

（参考３） 

「包装食品の表示に関するコーデックス一般規格」

では、日付表示に関して、 

・概念としては［Date of minimum durability］を

明示することとされ、 

・その表記方法は［best before．．．］の用語を使用

することとされている。 

 

３．表示実態 

（参考４，５） 

・市販品の期限表示（農林水産消費技術センター調

べ）（参考４） 

 740 商品中  品質保持期限 116 商品(16%) 

賞味期限     624 商品(84%) 

・「品質保持期限」と「賞味期限」の使用実態調査結

果（厚生労働省調査結果）（参考５） 

 ３６食品群に分類し、使用割合を集計。 

品質保持期限    15.7% 

賞味期限      80.6% 

その他（消費期限等） 3.7% 

４．国民からの意

見 

（参考３） 

(1) 品質保持期限に統一すべき（１２％） 

・ 賞味期限は消費期限と語感が近いため、混同しやすい。 

・ 添加物のように「賞味」することが前提でないものに「賞

味期限」と表示するのは、不自然、不合理である。 

・ 消費者が表示に求めるべきは、「おいしく食べ得る期限」

よりも、法律用語の定義により近い「食品の安全期限」だ

と考える。 

・  

(2) 賞味期限に統一すべき（６３％） 
・ 賞味期限の方が一般的に用いられており、消費者に馴染み

がある。 

・ 改版に伴う作業及び費用が新たに生じるため。（コストの

問題） 

・ 表示すべき事項が複雑多岐になってきているため、表示

スペースや見やすさ等を勘案し、字数の少ない賞味期限表

示が望ましい。                    

・ 既に賞味期限が消費者に浸透・定着しており、これ以外

の表示に変更されると、消費者に混乱をもたらすことにな

る、また、賞味期限は食品のイメージに適切な表現である。
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(3) 統一不要（１９％） 

・ 消費者にとって「品質保持期限」及び「賞味期限」は定着

しており、現段階でとくに混乱していない。 

・ 諸外国でも期限表示は、 

Sell-by-date,Expiry date, 

Use-by-date, 

Best・・・・、 

The date ofminimum durability 

などいろいろな表記がされている。 

・ 現状の表示が、個々の商品に合った表示方法である。（ケ

ース・バイ・ケース） 

 

(4) その他（新語の提案等）（６％） 
・ 品質保証期限は、商品特性とその販売先に対応して、品質

を充分に保持しうる最適な表現方法であり、消費者を対象

としたものの表示については賞味期限がすでに定着して

いる。（業務用は「品質保証期限」、消費者用は「賞味期限」）

（注２） 
・ 目安的な表現であるならば、もっと分かりやすく色で表記

したり、マークで示すのはどうか。 
・ 両方の用語は生活に定着しているので、どちらかが消える

と品質に関する期限設定が無くなったような印象を受け

ることから、用語を合わせた方が良いと思われます。（「品

質賞味期限」） 
・ 新語として他には、「安全期限」、「可食期限」等がある。

 

５．その他 ・用語の文字数 

・用語が与える印象 等 
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②定義の統一 
 

用語 定義 課題 
品質保持 

期限 

定められた方法により保存し

た場合において、食品又は添加

物のすべての品質の保持が十分

に可能であると認められる期限

を示す年月日 

賞味期限 容器包装の開かれていない製

品が表示された保存方法に従っ

て保存された場合に、その製品

として期待されるすべての品質

特性を十分に保持しうると認め

られる期限 

・ 現行の定義をそのまま採用し

ても、どちらでも大きな差異は

ないため、両法の趣旨に照らし

て統一した定義とするための

書きぶりの調整が必要。 
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（２）消費期限の定義の統一について 

    参考３参照（第１回資料６に一部追加参照） 

 

○定義の統一 

根拠法 定義 課題 
食品衛生法 定められた方法により保存し

た場合において、腐敗、変敗その

他の食品又は添加物の劣化に伴

う衛生上の危害が発生するおそ

れがないと認められる期限を示

す年月日。 

ＪＡＳ法 容器包装の開かれていない製

品が表示された保存方法に従っ

て保存された場合に、摂取可能で

あると期待される品質を有する

と認められる期限。 

・ 用語の統一と異なり、改版作

業を伴わないことから、事業

者に対する負担は少ないと考

えられる。 

・ 両法の趣旨に照らして統一し

た定義とするための書きぶり

の調整が必要。 
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参考１ 期限表示の経緯 

  
年 厚生労働省関係 農林水産省関係 

昭和 23 年 

食品衛生法及び施行規則施行 
・飲用牛乳、ハム、缶詰等一部の

品目に製造年月日表示義務付け 

 

昭和 36 年 

 加工食品のＪＡＳ規格整備本格化 
・ＪＡＳマーク品に原則として製造年

月日を表示 

昭和 45 年 

 ＪＡＳ法改正、品質表示基準制度開始
・政令で指定された物資（果実飲料等）

に原則として製造年月日等の表示を義

務付け 

昭和 51 年 

 即席めん類のＪＡＳ規格及び品質表示
基準の改正 
・製造年月日に加え、賞味期間及び保

存方法の表示を義務付け 

・以降、合計２６品目に賞味期間（期

限）表示を義務付け 

（賞味期間（賞味期限）の定義） 

  容器包装の開かれていない製品が

表示された保存方法に従って保存さ

れた場合に、その食味及び品質特性

を十分保持し得ると製造業者が認め

る期間（期限）。 

昭和 60 年 

乳等省令の改正 
 常温で長期間保存可能なＬＬ牛

乳については、製造年月日と併せ

て「品質保持期限」を記載。 

（品質保持期限の定義） 

  製造後常温において、その品

質の保持が可能な期限。 

 

 



 2

平成５年 

１１月（平成４年１２月～） 
「食品の日付表示に関する検討
会」報告（参考２－１－１） 
・基本的に製造年月日表示よりも

品質保持の期限そのものの表示

（期限表示）を行うことの方が有

用。（参考１別添参照） 

１１月（平成４年３月～） 
「食品表示問題懇談会」中間報告（参
考２－２－１） 
・原則製造年月日表示から期限表示に

転換することが適当（参考１別添参照）

平成６年 

４月 
食品衛生調査会食品規格部会・
乳肉水産食品部会合同部会報告

 （参考資料２－１－２） 
・ 製造年月日表示に代えて、期

限表示を導入することが適当。・

劣化速度が速い食品には「使用

期限」を表示 

・ 劣化速度が比較的緩慢な食品

には、「品質保持期限」を表示 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８月 
ＪＡＳ調査会食品部会 

ＪＡＳ調査会答申（参考２－２－２）
・ 製造年月日表示から期限表示に転

換。 

・ 品質が急速に変化しやすく、製造

後速やかに消費すべき食品には、「消

費期限」を表示 

・ その他の食品には、「賞味期限（品

質保持期限）」を表示 

（参考１別添参照） 
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９月 
食品衛生調査会常任委員会 
食品衛生調査会答申（参考２－
１－３） 

・ 劣化速度の速い食品（中略）

は、飲食に供することが適当で

ある期間を過ぎた後は、衛生上

の危害が発生する可能性が高

い。 

このため、表示された期限を

過ぎた後は飲食に供することを

避けるべきであるとする趣旨に

より、次のような「消費期限」

を表示することが適当である。 

・ 劣化速度が比較的緩慢な食品

については、「品質保持期限」表

示。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成７年 ２月  省令施行 ４月  告示施行 

平成９年 

４月  本格施行注） 

食品衛生法施行規則別表３に

定める食品又は添加物にあっ

て、販売の用に供するものに、

「品質保持期限」又は「消費期

限」の記載を義務つけた。 

４月  本格施行注） 

平成 13 年  

４月  

全ての加工食品に賞味期限（品質

保持期限）又は消費期限表示を義務

付け 
注）平成７年に期限表示を義務付ける省令・告示が制定、施行されたが、表示の改版等のため

平成９年３月３１日までは従前の例によることができるとされた。 
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（別添）  

「品質保持期限」「賞味期限」の用語設定経緯 

 検討会レベル 審議会レベル 

食衛法 ＜食品の日付表示に関する検討会報告（平

成５年１１月１５日）＞ 

 

３．日付表示に関し留意すべき点 

（１）食品特性と日付表示の考え方につい

て 

（略）食品特性に応じ食品衛生の観点から

望ましい日付表示を検討すべきであり、こ

のような考え方に立った場合の食品特性の

類型とそれに対応して表示すべき日付は、

概ね以下のように考えることができる。 

 ①早期の消費が望まれる食品 

  数日内の早期の消費が望まれる食品に

ついては、”Use-by Date”を表示するこ

とが考えられるが、生鮮食品的な加工度

の低い食品では、製造年月日、加工年月

日等の表示を行うことも考えられること

から、更に個々の食品特性に応じた検討

が必要。 

②品質の劣化が比較的緩慢な食品 

品質が保持される期限の目安として

"Date of Minimum Durability" の表示を

行うことが適当である（食肉製品、即席

めん、缶詰等）。この場合、数ヶ月以上品

質が保持できる比較的安定した食品につ

いては、期限表示として、「日」までの表

示を義務付ける意義は乏しいと考えられ

る。 

③長期間保存しても衛生上の危害を及ぼ

す可能性が低い食品 

＜食品衛生調査会（食品規格・乳肉水食品部会合

同部会）報告（平成６年４月１１日）＞ 

１． 期限表示の基本 

（１）期限表示の類型 

期限表示は、食品の劣化に伴う衛生上の危害の

発生を防止する観点から、食品の製造後において

飲食に供することが適当である期間の終期を示す

ものである。この終期を過ぎた場合、劣化速度が

速い食品と比較的緩慢な食品とでは、衛生上の危

害が発生する可能性に差があり、これを明らかに

するために、次の二種類の期限表示を導入するこ

とが適当である。 

① 使用期限 

劣化速度の速い食品（通常、製造・加工後数日

間で、腐敗、変敗した状態となる食品）は、飲食

に供することが適当である期間を過ぎた後は、衛

生上の危害が発生する可能性が高い。このため、

表示された期限を過ぎた後は飲食に供すること

を避けるべきであるとする趣旨により、次のよう

な「使用期限」を表示することが適当である。 

（使用期限） 

   定められた方法により保存した場合におい

て、腐敗・変敗その他の食品の劣化に伴う衛

生上の危害が発生するおそれがないと認めら

れる期限を示す日付 

② 品質保持期限 

一方、劣化速度が比較的緩慢な食品について

は、劣化に伴う衛生上の危害が発生する可能性

は、①の食品に比して低いが、食品衛生を十分に

確保するためには、品質が保持される期限の目安

＜食品衛生調査会答申平成６年４月１１日＞ 

 

１． 期限表示の基本 

（１）期限表示の類型 

期限表示は、食品の劣化に伴う衛生上の危害の

発生を防止する観点から、食品の製造後において

飲食に供することが適当である期間の終期を示す

ものである。この終期を過ぎた場合、劣化速度が

速い食品と比較的緩慢な食品とでは、衛生上の危

害が発生する可能性に差があり、これを明らかに

するために、次の二種類の期限表示を導入するこ

とが適当である。 

① 消費期限 

劣化速度の速い食品（通常、製造・加工後数日

間で、腐敗、変敗した状態となる食品）は、飲食

に供することが適当である期間を過ぎた後は、衛

生上の危害が発生する可能性が高い。このため、

表示された期限を過ぎた後は飲食に供すること

を避けるべきであるとする趣旨により、次のよう

な「消費期限」を表示することが適当である。 

（消費期限） 

   定められた方法により保存した場合におい

て、腐敗・変敗その他の食品の劣化に伴う衛

生上の危害が発生するおそれがないと認めら

れる期限を示す日付 

② 品質保持期限 

一方、劣化速度が比較的緩慢な食品について

は、劣化に伴う衛生上の危害が発生する可能性

は、①の食品に比して低いが、食品衛生を十分に

確保するためには、品質が保持される期限の目安
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長期間保存しても衛生上の危害を及ぼ

す可能性が低いと考えられる食品には、

日付表示の必要性は乏しいと考えられる

（ブランデー、砂糖、食塩等）。 

④ その他の食品 

加工を施していない生鮮食品（生鮮果

実、野菜等） については、消費者が容

易に鮮度及び保存期限が判断できること

から、これまでどおり日付表示の必要性

は乏しいと考え 

られる。 

を表示することが必要である。 

また、期限の目安の設定は、家庭における保存

も含め、食品が製造・加工され消費されるまでの

間の通常の取扱いを前提として、製品のばらつき

を見込んだ上で余裕をもって行うことが適当で

ある。 

 （品質保持期限） 

   定められた方法により保存した場合におい

て、食品の保持が可能であると認められる期

限を示す日付 

なお、期限設定に当たっては食品の性質に応じ

て、衛生上の観点から設定した場合よりも短い期

限を設定しても差し支えない。 

また、品質保持期限を表示する際の用語につい

ては、品質保持期限を示すことが明らかな一定の

用語、例えば品質が良好である期限を示すよう用

語等を用いて、表示することを認めても差し支え

ない。 

を表示することが必要である。 

また、期限の目安の設定は、家庭における保存

も含め、食品が製造・加工され消費されるまでの

間の通常の取扱いを前提として、製品のばらつき

を見込んだ上で余裕をもって行うことが適当で

ある。 

 （品質保持期限） 

   定められた方法により保存した場合におい

て、食品の保持が可能であると認められる期

限を示す日付 

なお、期限設定に当たっては食品の性質に応じ

て、衛生上の観点から設定した場合よりも短い期

限を設定しても差し支えない。 

また、品質保持期限を表示する際の用語につい

ては、品質保持期限を示すことが明らかな一定の

用語、例えば品質が良好である期限を示すよう用

語等を用いて、表示することを認めても差し支え

ない。 
Ｊ Ａ Ｓ

法 

＜食品表示問題懇談会中間報告（平成５年

１１月）＞ 

○(3) 食品の特性と期限表示 

日付表示により消費者に対して食品の品

質に関する的確な情報を提供するために

は、食品をその保存性ないし品質の経時的

変化の速さの特性に応じてグループ分け

し、それぞれのグループについて適切な日

付表示のあり方を検討するのが適当であ

る。 

①品質が保たれるのが数日以内の食品 

 保存性が極めて低い食品については、

品質変化がごく短期間に進むので、使用

（消費）の期限（Use-by Date）を表示

②品質が保たれるのが数日から数ヶ月の

食品 

＜ＪＡＳ調査会答申（平成６年８月）＞ 

 

○今後の食品の日付表示制度については、原則を

製造年月日表示から期限表示へ転換することと

し、食品をその保存性ないし品質の経時的変化

の速さの特性に応じてグループ分けを行うこと

とした。 

  

 

①品質が急速に変化しやすく、製造後速やかに

消費すべき食品 

  消費期限を表示 

 

 ②品質が保たれるのが３ヶ月以内の食品 

  食品の品質が保持される期限（賞味期限（品

質保持期限））を年月日で表示 

 



 3

 標記食品については、食品の品質が保

持 さ れ る 期 限 （ Date of Minimum 

Durability）を年月日で表示 

③品質が保たれるのが数ヶ月以上の食品

 基本的には②の区分の食品と同様で

あるが、表示する日付については年月 

④品質が保たれるのが数年以上の食品 

 保存性が極めて高い食品については、

食品の品質がいつまで保たれるかを表

示する必要性が乏しいため、日付表示は

不要 

 

○（５）期限表示の用語・表現方法 

  食品に表示される日付の意味が的確に

消費者に伝わるためには、用語や表現方

法が容易かつ正確に理解されるものでな

ければならない。 

  期限表示の用語・表現方法については、

賞味期限、品質保持期限等の用語の他に、

「○年○月○日までおいしく食べられま

す。」等の文章による表現方法も考えられ

る。これに関しては、国際食品規格やＥ

Ｃ指令で、食品に「Date of Minimum 

Durability」を表示すると定めるととも

に、実際の食品への表示は「Best before

（～以前が最良）」という非常に理解しや

すい表現方法としているのが参考となろ

う。いずれにしても今後十分検討して決

める必要がある。 

 

③品質が保たれるのが３ヶ月を超える食品 

  食品の品質が保持される期限（賞味期限（品

質保持期限））を年月で表示 

④品質が保たれるのが数年以上の食品 

日付表示は不要 

 

 



参考２ 期限表示導入までの検討会・調査会報告等について 

 

参考２－１―１ 

「食品の日付表示に関する検討会」報告 

    厚生省生活衛生局長の私的検討会 

     （平成４年１２月～平成５年５月） 

    平成５年１１月１５日 報告 

 

参考２－１－２ 

食品衛生調査会食品規格部会・乳肉水産部会合同部会報告 

    平成６年４月１１日 報告 

 

参考２－１－３ 

 食品衛生調査会答申 

  平成６年９月１２日 答申 

       

参考２－２－１ 

「食品表示問題懇談会」中間報告 

  農林水産省食品流通局長の私的懇談会 

   （平成４年３月～平成５年９月） 

      平成５年１１月１５日 報告 

    

参考２－２－２ 

ＪＡＳ調査会答申 

  平成６年８月３日 答申 
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参考３ 
（第１回食品の表示に関する共同会議資料６に一部追加） 

 
 
 
 
 
 
 

「品質保持期限及び賞味期限の用語の統一について」



 

   2 

期限表示に関する定義等の現状 
 

消費期限 品質保持期限 賞味期限 
 

食品衛生法 ＪＡＳ法 食品衛生法 ＪＡＳ法 

表示対象 

（概念） 

製造又は加工日を含めておおむね５日以内の期間で、品質

が急速に劣化しやすい食品に表示。 

期限表示を表示する食品であって消費期限を表示する食品

以外の食品に表示。 

定 義 

定められた方法により保存
した場合において、腐敗、変敗

その他の食品又は添加物の劣

化に伴う衛生上の危害が発生

するおそれがないと認められ
る期限を示す年月日（※１） 

容器包装の開かれていな
い製品が表示された保存方

法に従って保存された場合

に、摂取可能であると期待さ

れる品質を有すると認めら
れる期限（※２） 

定められた方法により保存
した場合において、食品又は添

加物のすべての品質の保持が

十分に可能であると認められ

る期限を示す年月日（※１） 

容器包装の開かれていな
い製品が表示された保存方

法に従って保存された場合

に、その製品として期待され

るすべての品質特性を十分
に保持しうると認められる

期限（※２） 

両法の 
関係 

○ ＪＡＳ法の消費期限と食品衛生法の消費期限とは同一の
意義。（※３） 

・食品衛生法（品質保持期限→賞味期限） 
  品質保持期限と同一の期限を示す文字として「賞味期限」

を規定。（※４） 

・ＪＡＳ法（賞味期限→品質保持期限） 

  「賞味期限（品質保持期限）」と規定。（※２） 
○ ＪＡＳ法の賞味期限及び品質保持期限と、食品衛生法の品

質保持期限及び賞味期限とは同一の意義。（※３） 
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設定方法 

期限の設定については、食品

等の劣化の速度は、原材料の衛

生状態、製造・加工時の衛生管
理の状態、保存方法等の諸要素

により左右されるので、期限の

設定にあたっては、当該食品等

に関する知識を有する者が設
定すべきものであることから、

基本的には製造又は加工を行

う営業者が行うものであるこ

と。 
期限設定は、食品の特性等に

応じて、微生物試験や理化学試

験及び官能検査の結果等に基

づき、科学的・合理的に行う。
（※５） 

食品に表示される「賞味期

限」等の期限は、その食品の

品質保持に関する情報を把
握する立場にあり、当該製品

に責任を負う製造業者等が

科学的、合理的根拠をもって

適正に設定すべきものであ
る。 

期限の設定に当たって製

造業者等は、食品の特性に応

じて、理化学試験、細菌試験、
官能試験等を行うとともに、

これまでの経験や知識等を

有効に活用することが必要。 

（※３） 

期限の設定については、食品

等の劣化の速度は、原材料の衛

生状態、製造・加工時の衛生管
理の状態、保存方法等の諸要素

により左右されるので、期限の

設定にあたっては、当該食品等

に関する知識を有する者が設
定すべきものであることから、

基本的には製造又は加工を行

う営業者が行うものであるこ

と。 
期限の設定は、食品の特性等

に応じて、微生物試験や理化学

試験及び官能検査の結果等に

基づき、科学的・合理的に行う。 
なお、品質保持期限の設定

は、食品等の製造後、定められ

た方法により保存した場合に

おいて、腐敗、変敗その他の食
品等の劣化に伴う衛生上の危

害が発生するおそれがないと

認められる期間の終期より十

分に余裕をもって行うもので
あること。 

（※５） 

食品に表示される「賞味期

限」等の期限は、その食品の

品質保持に関する情報を把
握する立場にあり、当該製品

に責任を負う製造業者等が

科学的、合理的根拠をもって

適正に設定すべきものであ
る。 

この場合、「賞味期限」の

設定は、摂取可能であると期

待される品質を有すると認
められる期限の場合より短

いものとなる。 

期限の設定に当たって製

造業者等は、食品の特性に応
じて、理化学試験、細菌試験、

官能試験等を行うとともに、

これまでの経験や知識等を

有効に活用することが必要。 
（※３） 

 

※１：食品衛生法施行規則第５条第１項第１号ロ 

※２：加工食品品質表示基準第２条 
※３：「飲食料品及び油脂の日本農林規格及び品質表示基準の日付表示に係る事項の改正について」（平成７年２月１７日付け７食流 

第３９２号通知） 
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※４：「食品衛生法施行規則第５条第１項第１号ロ及び乳及び乳製品の成分規格等に関する省令第７条第２項第２号ホの厚生労働大臣 

が定める文字」（平成７年厚生省告示第１９号） 

※５：「食品衛生法施行規則等の一部改正について」（平成７年２月１７日付け衛食第３１号通知） 
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「包装食品の表示に関するコーデックス一般規格」(CODEX STAN1-1985 (Rev.1-1991) ) 
（抜すい） 

原文 （仮訳） 
２．Definition of Terms 
For the purpose of this standard: ［中略] 
 
"Date of minimum durability" ("best before") means  the date which 

signifies the end of the period under any stated storage conditions during 
which the product will remain fully marketable and will retain any 
specific qualities for which tacit or express claims have been made. 
However, beyond the date the food may still be perfectly satisfactory.   
 
 

[以下略] 
 
 
 
 
 
 
＜以下を追加＞ 
 

“Use-by date” （ recommended last consumption date, 
expiration date）") means the date which signifies the end of the 
estimated period under any stated storage conditions, after which the 
product will have the quality attributes normally expected by the 
consumers. After this date, the food should not be regarded as 
marketeable.  
 
  

２．用語の定義 
この規格上、[中略] 

 

[date of minimum durability(best before)]とは、ある保存条件
の下で、製品が完全な市場性を有し、かつ、黙示的又は明示的に表

示されたいかなる特定の品質をも保持する期間の終期を明らかにす

る日付を意味している。しかしながら、その日付を過ぎても、その

食品は依然として完全に満足し得ることもある。 
 

[以下略] 
  
（注） Date of minimum durability (best before)とは、現在の
「品質保持期限」及び「賞味期限」の用語を策定する際に参考

とされた表現です。 
 
 
＜以下を追加＞ 

 
［Use-by date（recommended last consumption date, expiration 

date）］とは、記載された保存条件のもとで、その期間を過ぎれば、
その製品は消費者が通常期待する品質特性を多分失うであろう、と

推定される期間の限度を示す日付である。その日付を過ぎたならば、

その食品は販売できるとは見なすべきではない。 
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４．７ Date marking and storage instructions  
4.7.1  If not otherwise determined in an individual Codex 

standard, the following date marking shall apply: 
(i) The “ date of minimum durability ”  shall be 

declared. 
(ii)  [略] 
(iii)  The date shall be declared by the words: 

·  “Best before ...” where the day is indicated; 
·  “Best before end ...” in other cases. 
 

[以下略] 

４．７ 日付表示および貯蔵条件 

4.7.1  個別のコーデックス食品規格に別段の定めがない場合にあ
っては、次の日付表示が適用されるものとする。 
(i)  [date of minimum durability] を明示すること。 
(ii)  [略] 
(iii) 日付は次の文言によって明示すること。 
「日」が記載される場合にあっては、 [best before・・・] ； 
 その他の場合にあっては、 [best before end・・・] 。 
 

[以下略] 
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（別紙） 

「品質保持期限及び賞味期限の用語の統一について」に寄せられた意見について 
 

 

１．意見募集方法の概要 

 

（１）意見募集の周知方法 

・意見募集要領及び参考資料を厚生労働省及び農林水産省のホームページに掲載 

・厚生労働省、農林水産省及び地方農政局等の窓口で上記資料を配付 

 

（２）意見提出期間：  平成１４年９月４日から１０月３日まで（郵送の場合は１０月３日必着） 

 

（３）意見提出方法： 電子メール（厚生労働省）、インターネット（農林水産省）又は郵送 
 

（４）意見提出先： 厚生労働省医薬局食品保健部企画課 又は 農林水産省総合食料局品質課 

 

 

２．意見募集の結果 

 ・電子メール又はインターネットによるもの・・・・・ １７５件 

 ・郵送によるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３８件 

     合   計 ・・・・・・・・・・・・・・・   ２１３件 
 

 

３．整理した意見の分類別件数（別添）  



（別添） 「品質保持期限及び賞味期限の用語の統一について」に寄せられた意見

項目

賞味期限に統一 134 63%

統一不要 41 19%

品質保持期限に
統一

26 12%

その他
（新語の提案等）

12 6%

合　　計 213 100%

注１）意見書に賞味期限（個人としての意見）、統一不要（事業者としての意見）の２つの意見を併記してあった１件については、両方の項目に重複してカウントしている。

注２）業務用の食品は、ＪＡＳ法の表示の対象外である。

・賞味期限は消費期限と語感が近いため、混同しやすい。
・添加物のように「賞味」することが前提でないものに「賞味期限」と表示するのは、不自然、不合理であ
る。
・消費者が表示に求めるべきは、「おいしく食べ得る期限」よりも、法律用語の定義により近い「食品の安全
期限」だと考える。

・品質保証期限は、商品特性とその販売先に対応して、品質を充分に保持しうる最適な表現方法であり、消費
者を対象としたものの表示については賞味期限がすでに定着している。（業務用は「品質保証期限」、消費者
用は「賞味期限」）（注２）
・目安的な表現であるならば、もっと分かりやすく色で表記したり、マークで示すのはどうか。
・両方の用語は生活に定着しているので、どちらかが消えると品質に関する期限設定が無くなったような印象
を受けることから、用語を合わせた方が良いと思われます。（「品質賞味期限」）
・新語として他には、「安全期限」、「可食期限」等がある。

件数に対する内訳
個人（１０９）、事業者（９６）、消費者団体（８）
※　意見書の提出が個人名の場合は、「個人」へ分類。（ただし、固有の会社名や団体名が記載されている場
合は、「事業者」若しくは、「消費者団体」に分類。）

件数 主　　な　　理　　由

・賞味期限の方が一般的に用いられており、消費者に馴染みがある。
・改版に伴う作業及び費用が新たに生じるため。（コストの問題）
・表示すべき事項が複雑多岐になってきているため、表示スペースや見やすさ等を勘案し、字数の少ない賞味
期限表示が望ましい。
・既に賞味期限が消費者に浸透・定着しており、これ以外の表示に変更されると、消費者に混乱をもたらすこ
とになる、また、賞味期限は食品のイメージに適切な表現である。

・消費者にとって「品質保持期限」及び「賞味期限」は定着しており、現段階でとくに混乱していない。
・諸外国でも期限表示は、Sell-by-date,Expiry date,Use-by-date, Best・・・・、The date ofminimum durabilityなど
いろいろな表記がされている。
・現状の表示が、個々の商品に合った表示方法である。（ケース・バイ・ケース）

（注
１）



参考４ 

市販品の期限表示状況（平成１４年６月 農林水産消費技術センター調査結果） 
 
 

 農林水産消費技術センターが抽出した８８５商品について、期限表示の用語使用状況を確認したところ、以

下のとおり。 

 

品質保持期限又は賞味期限を使用している７４０商品のうち、 

○ 品質保持期限 １１６商品（１６％） 

○ 賞味期限  ６２４商品（８４％） 

※ このほか、消費期限を用いているのが１２４商品、日付表示省略注）が２１商品ある。 

 
（注）日付表示が省略されていた商品はアイスクリーム、砂糖、調味料で、品質変化が少ないとして日付表示の省略が可能な

商品である。 



品目別の品質保持期限・賞味期限の使用割合

うち品質保持期限 割合 うち賞味期限 割合
麦類 5 5 0 0% 5 100% 0 0
粉類 23 22 0 0% 22 100% 1 0
でん粉 10 9 0 0% 9 100% 1 0
野菜加工品 118 103 6 6% 97 94% 15 0
果実加工品 32 31 0 0% 31 100% 1 0
茶、コーヒー及びココアの調整品 28 28 0 0% 28 100% 0 0
香辛料 14 14 1 7% 13 93% 0 0
めん・パン類 62 26 0 0% 26 100% 36 0
穀類加工品 20 20 1 5% 19 95% 0 0
菓子類 57 50 6 12% 44 88% 7 0
豆類の調整品 63 38 2 5% 36 95% 25 0
砂糖類 15 4 2 50% 2 50% 0 11
その他の農産加工品 4 4 0 0% 4 100% 0 0
食肉製品 40 39 25 64% 14 36% 1 0
酪農製品 58 53 48 91% 5 9% 1 4
加工魚介類 36 31 0 0% 31 100% 5 0
加工海藻類 11 10 2 20% 8 80% 1 0
調味料及びスープ 105 99 2 2% 97 98% 0 6
食用油脂 3 3 0 0% 3 100% 0 0
調理食品 98 68 4 6% 64 94% 30 0
飲料等 83 83 17 20% 66 80% 0 0

計 885 740 116 16% 624 84% 124 21

※　上記の分類は加工食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第513号）別表１に従ったもの。

日付表示
省略

検査件数
消費期限を
使用

品質保持期限又は賞味期限を使用
品目



参考５    

「品質保持期限」と「賞味期限」の使用実態調査について 
    

  （平成 15 年 1 月、厚生労働省医薬局食品保健部調査） 

 
 
 食品関係団体４３団体に対して、「品質保持期限」と「賞味期限」の使用実態について、その

状況を確認したところ、以下のとおり。 
   
○ 調査期限 平成１４年１２月２７日～平成１５年１月１５日 

 
○ 回答団体数 ４１団体／４３団体（９５％） 
○ 回答方法  ＦＡＸもしくは郵送 

 
○ 結果（３６食品群に分類し、使用割合を集計） 

用語 割合（％） 

品質保持期限 １５．７ 

賞味期限 ８０．６ 

その他（消費期限等）     ３．７ 

 



（別紙）

関連商品群 調査商品数
品質保持期限
（％）

賞味期限
（％）

その他

1 食肉加工品 100 100 0

2 乳製品 143 90.2 9.8

3 魚肉練り製品 0 100

4 削節 100 0 100

5 珍味 0 100

6 水産加工品（乾燥品、塩蔵品等） 42 14 86

7 缶詰 85 0 100

8 漬物 0 100

9 味噌 2900 0.1 99.9

10 醤油 0 100

11 ソース 10 0 100

12 マヨネーズ 325 1.2 98.8

13 食酢 0 100

14 カレー 674 0 100

15 パン 190 0 100

16 菓子 43 7 93 (生菓子は、消費期限)

17 植物油 0 100

18 マーガリン 0.2 99.8

「品質保持期限」と「賞味期限」の使用実態調査について
（平成15年1月　厚生労働省調査）



19 即席麺、加工米飯 0 100

20 生めん類 0 100

21 乾めん類及び手延べそうめん類 0 100

22 パスタ、マカロニ等 0 100

23 豆腐油揚 77 2.5 27.3 消費期限70.2%

24 凍豆腐 25 0 100

25 豆腐 540 1.5 36.1 消費期限62.4%

26 冷凍食品 100 1 99

27 納豆 0 100

28 清涼飲料水 100 2 98

29 スープ 0 100

30 コーヒー 0 100

31 食品添加物 130 100 0 省略可、品質保証期限

32 香料 100 0 省略可、品質保証期限

33 チーズ 90 100 0

34 食肉 27 73

35 砂糖 21 19 81 省略可

36 卵 0 100

計 5695＋α 15.7 80.6

注）

４．   食品添加物・香料単体としては、一般消費者に販売されることはないため、ＪＡＳ法の表示の対象外である。
３．   期限表示の省略が可能な食品については、記載されている商品について、その割合を記載した。

１．   食品については、関係団体の回答を集計して記載した。
２．   消費期限を使用している弁当、惣菜等は、省略した。



参考６  

期限表示の設定根拠について 
    

 （平成 15 年 1 月、厚生労働省医薬局食品保健部調査） 

 
 
 食品関係団体４３団体に対して、期限表示の設定根拠及びそのガイドラインの有無について、

その状況を確認したところ、以下のとおり。 
   
○ 調査期限 平成１４年１２月２７日～平成１５年１月１５日 
 
○ 回答 
項  目 回答数（回答率） 

回答団体数 ４１団体／４３団体（９５％） 
業界団体として期限表示のガイドラインを示している団体 ３１団体／４１団体（７６％） 
 内ガイドラインを提出された団体 ２６団体／３１団体（８４％） 

 
※業界団体としてガイドラインを示していない理由 
① 商品の特性により、個々の企業が定めることが適当であるため。 
② 企業毎に設定していることから、団体としては示していない。 等 

 



 
○ 期限表示の設定根拠（提出されたガイドラインより） 

検査の種類  検査の適応団体数 
官能検査 ２２団体／２６団体（８５％） 
理化学検査 １５団体／２６団体（５８％） 

 

微生物検査 １３団体／２６団体（５０％） 
 




